8-4-17　参加型計画専門委員会

1. 主な活動の記録

本専門委員会は、建設コンサルタント業務において近年増加している住民参加型の計画業務を対象として、問題点を整理し、テキストの作成などを行うことを目標として、平成17年度に新規に設立され２年目を迎えた。
 (1) 委員会の開催

平成18年4月から10回の専門委員会を開催した。（下表参照）

表１　専門委員会の開催状況

	回数
	日付
	議事概要

	１
	
2006.
4.
17
	年度計画立案、WG

	２
	
2006.
5.
25
	勉強会企画、WG活動

	３
	
2006.
6.
28
	WG作業状況確認

	４
	
2006.
8.
2
	勉強会（TRネット）

	５
	
2006.
9.
8
	勉強会（広島）

	６
	
2006.
9.
29
	勉強会成果まとめ等

	７
	
2006.
10.
27
	取りまとめ方向性

	８
	
2006.
11.
22
	セミナー企画検討

	９
	
2006.
12.
12
	テキスト内容レビュー

	10
	
2007.
1.
19
	テキスト素案まとめ


　(2) 勉強会の開催

本年度は、2 回の勉強会を開催した。1回目は「鶴見川流域における住民参加の実践」と題して、ＮＰＯ法人鶴見川流域ネットワーキングの方に講師をお願いした。2 回目は「住民参加を継続させる仕組みと地域住民とのコミュニケーションのあり方」と題して中国・地域づくり交流会等から講師をお願いして実施した。本年度実施した勉強会については、他の専門委員会等との連携を考慮し、第1 回は河川計画専門委員会、第２回目は中国支部の方々との共同勉強会として各々からも参加を頂いた。
(3) 具体的活動内容

本専門委員会では、以下のテーマについて検討を実施し、平成19年度内にセミナーを開催すべく準備を行っている。主な活動内容は、ＷＧメンバーによる議論と各委員の経験した業務データベースの分析、勉強会で得られた知見を基に、テキストの作成を実施している。
1 技術的計画支援WG：個別デザイン検討についてのコンサルタントが実施すべき技術的支援の内容について整理し、テキストとしてとりまとめ、協会員に発信する。

2 参加の継続性検討WG：住民にとっての社会資本整備への参加は一時的ではない。そのため、事業の立ち上げから維持管理までのサイクルでの市民参加のあるべき姿とコンサルタントの役割を検討、協会員に発信する。

3 また、社会資本整備における説明責任、透明性の確保などの課題を踏まえ、コンサルタントの役割を整理し、市場拡大等の可能性を整理する予定である。

2. 次年度の活動について

平成19年度は、上記課題についてのテキストを完成させ、セミナーを2回程度実施する予定である。テキスト作成に当たっては、学識経験者等のレビューを受け、外部への公開も可能な情報発信ツールとする予定である。（継続）

また、新たな課題を設定し、昨年度と同様にＷＧ活動を中心とした活動を平成19年～20年の2ヵ年で予定している。
（参加型計画専門委員会委員長　大島　明）

